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資 料

小・中学生の保護者を対象とした「子ども食堂」に関する

インターネット調査
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目的 子ども食堂はボランティア等に運営され，子どもの社会的包摂に向けた共助のしくみとして

注目されている。主なターゲット層である小・中学生の保護者を対象とした子ども食堂の認知

に関する調査により，子ども食堂の地域における活用に関連する要因を明らかにすることを目

的とした。

方法 小学校 1 年生から中学校 3 年生の保護者3,420人（平均年齢42.6歳）を対象に，2018年10月

にインターネット調査を実施した。属性，子ども食堂の認知と認識，利用経験，今後の利用希

望とその理由を質問項目とした。対象者を二人親低所得（世帯年収400万円未満）世帯父親，

二人親中高所得（400万円以上）世帯父親，二人親低所得世帯母親，二人親中高所得世帯母親，

ひとり親世帯父親，ひとり親世帯母親に分け，群間の差は x2 検定により検定を行った。

結果 子ども食堂の認知割合は全体の69.0で，男性に比べ女性で高く，とりわけ二人親中高所得

世帯母親で79.7と高かった（P＜0.001）。メディアで子ども食堂を知った者が87.5で，子

どもが一人でも行けるところ・無料または数百円で食事を提供するところ・地域の人が関わっ

て食事を提供するところという認識や，安い・賑やか・明るいなどポジティブなイメージを持

つ者が多かった。しかし，子ども食堂を知っている者のうち，子ども食堂に本人もしくはその

子どもが行ったことのある者はそれぞれ4.5，6.3であった。今後，子ども食堂に子どもを

行かせてみたいと思うと回答した者は全体の52.9で，世帯構成による利用希望に違いがみら

れ，低所得世帯とひとり親世帯母親では利用希望者が過半数である一方，中高所得世帯とひと

り親世帯父親では過半数が利用希望しなかった（P＜0.001）。その主な理由として，必要がな

い・家の近くに子ども食堂がない・家で食事をしたいなどがあったが，少数意見として生活に

困っていると思われたくない・家庭事情を詮索されそう・恥ずかしいという理由があった。ま

た，中高所得世帯では子ども食堂にかわいそうというイメージを持つ者が多かった。

結論 本研究の小・中学生の保護者は子ども食堂に対してポジティブ・ネガティブの両方の認識を

しており，その内容は世帯状況により異なっていた。理解の定着と普及のためには子ども食堂

への負のイメージの払拭や子ども食堂へのアクセスの確保などの対応が必要と思われる。

Key words子ども食堂，インターネット調査，保護者，全国，認知

日本公衆衛生雑誌 2019; 66(9): 593602. doi:10.11236/jph.66.9_593

 緒 言

現代社会は，都市化の影響による地方都市のコ

ミュニティ維持および都市部での新たな関係の形成

の困難を抱えている。また，個人あるいは世帯単位

での自由が優先される私化と呼ばれる現象の進行に

伴い，地縁や血縁などが希薄化している1)。そのよ

うな状況にある子育て家族は，実質的に子育てに必

要な社会関係が極めて脆弱な状況におかれる2)。家
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族が社会的に孤立することで，その子どもの孤立も

問題となることが予想される。

食事は重要な対人コミュニケーションの機会であ

るため，子どもの孤立に伴う課題解決への役割が期

待される。たとえば，国内外の子どもを対象とした

研究において，孤食が心の健康状態や食物・栄養素

摂取状況と関連することが報告されている3,4)。ま

た，食生活の課題は生活困窮世帯の子どもで顕著で

ある5～7)。現在，我が国においては，「子どもの 7

人に 1 人が貧困」8)であり，貧困の子どもでは，朝

食欠食5)，野菜5,6)や魚介類6)の低摂取，加工品5)や

インスタント麺5)の高摂取の特徴があり，たんぱく

質やビタミン，ミネラルの摂取量が少ない6)ことが

報告されている。

近年，「子ども食堂」という市民活動が急速に高

まりをみせている。子ども食堂とは，地域のボラン

ティアが子どもたちに対し，無料又は安価で栄養の

ある食事や温かな団らんを提供する取組を行う場所

である9～11)。2016年，朝日新聞の調査によると全国

の子ども食堂の数は約300か所であった12)。この数

年で全国に子ども食堂は急増し，「こども食堂安心・

安全向上委員会」の調査によると，2018年現在，全

国に少なくとも2,300か所あるとされている13)。

2017年，農林水産省「子供食堂と連携した地域にお

ける食育の推進活動委員会」が実施した全国の子ど

も食堂運営者に対するアンケート調査により，274

か所の子ども食堂から回答が得られ，子ども食堂の

現状と課題が明らかになった14)。ほとんどの子ども

食堂が，自治体や社会福祉協議会の直営や委託では

ない独立した法人等による運営で，約半数が月 1 回

程度の開催であり，多くの子ども食堂は，多様な子

どもたちの地域での居場所を意識し，子どもに対し

温かな団らんのある共食の場を提供していることが

報告された。また，参加対象を限定せず，開かれた

場所として開催している一方で，9 割の子ども食堂

で生活困窮世帯の子どもの居場所づくりを意識して

おり，多くの子ども食堂が，生活困窮家庭の子ども

を意識しながら，幅広く参加対象を募ることで，そ

ういった子どもたちが参加しやすい環境づくりをし

ていることが報告された。

このように，主に民間主体の子ども食堂の活動の

高まりを受け，2018年 6 月厚生労働省より，「子ど

も食堂の活動に関する連携・協力の推進及び子ども

食堂の運営上留意すべき事項の周知について（通

知）」11)が発出された。これは，子ども食堂が「子ど

もの貧困対策」のみならず，「地域交流拠点」とし

ての役割を果たすことが期待される旨を示したもの

である。さらに，同年 7 月文部科学省より「子ども

食堂の活動に関する福祉部局との連携について（通

知）」15)が発出され，学校，社会教育施設と地域の積

極的な連携が期待されている。現在，行政からの補

助16)や企業からの支援が増加し，NPO 法人などの

中間支援組織17)も設立されている。また，子ども食

堂のネットワーク化18)が進んでいる。

子ども食堂の多くは，対象を限定しないユニバー

サルな取組であるため，とくに孤立しがちな生活困

窮世帯の子どもにとって，多様な人々と出会いの機

会となるため，社会包摂へのきっかけとなる重要な

資源になり得ると考えられる。しかし，子ども食堂

運営者の抱える課題として，来てほしい家庭に来て

もらえないことが報告されており14)，一般の人にお

ける子ども食堂の認知やイメージが障害になってい

る可能性が考えられる。つまり，近隣の子ども食堂

の存在を知らないことに加え，一般の人が子ども食

堂のことを「貧困家庭の人が行くところ」という認

識であれば，生活に困窮し，子ども食堂のニーズの

高い者であっても，利用を躊躇してしまう可能性が

ある。また，保護者の社会経済的レベルによっても

子ども食堂の認知が異なる可能性が示唆される。

2018年，朝日小学生新聞購読者の小学生を対象と

した調査によると，約半数の小学生が子ども食堂を

知っていると回答した19)。しかし，特定の新聞の読

者という限定された集団であり，首都圏に集中した

対象者であるため，この結果の一般化には注意が必

要である。これまでに一般の人を対象とした子ども

食堂の認知に関する調査は，我々の知る限り行われ

ていない。さらに，子ども食堂の地域における活用

と関連する要因は明らかになっていない。

本研究では，子ども食堂の主なターゲット層の 1

つである小学生もしくは中学生14)の保護者を対象

に，子ども食堂の認知に関する全国調査を実施する

ことで，子ども食堂の地域における活用と関連する

要因を明らかにすることを目的とした。

 研 究 方 法

. 対象および方法

2018年10月12～15日に調査会社（株式会社クロ

ス・マーケティング20)）の全国の登録モニタのう

ち，小学校 1 年生から中学校 3 年生の子どもを持つ

20歳以上69歳以下の人を対象に調査を行った。対象

者は，小学生・中学生で最年長の子どもの学年，二

人親/ひとり親，二人親においては，世帯収入400万

円未満を低所得，400万円以上を中高所得と定義

し，それぞれが同数になるよう抽出した。なお，本

研究における低所得は，国民生活基礎調査の所得金

額の中央値427万円8)を参考に定義した。株式会社
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クロス・マーケティングには，小学生もしくは中学

生の子どものいる20歳以上69歳以下の人3,420人の

回答を得るように依頼した。その結果，190,236人

のモニタにメールを配信し，事前調査に回答した者

（n＝30,000）のうち，本調査に回答した者が3,420

人に達した時点で調査を打ち切った。

アンケート調査はすべて株式会社クロス・マーケ

ティングに依頼した。株式会社クロス・マーケティ

ングのモニタは公募型で登録されたものであり，総

モニタ数は平成30年度現在，約420万人を有する。

また，定期的な属性情報の確認，事前調査時の属性

情報再取得，納品前のデータクリーニング，不正回

答の多いモニタへのメール配信排除により，不正回

答対策を行っている。

. 調査項目

事前調査における調査項目として，性別，年齢，

居住地域，職業，世帯年収，配偶者の有無，子ども

食堂の認知と認識を設定した。

本調査では，さらに子ども食堂利用経験，近隣の

子ども食堂の有無，子ども食堂利用希望とその理由

について設定した。各設問における選択肢は，朝日

小学生新聞と「こども食堂安心・安全向上委員会」

による読者アンケート19)などを参考に，想定される

回答を筆者らで検討し，作成した。選択肢以外の回

答については，「その他」として具体的な回答を記

載してもらった。

. 解析

アンケート調査終了後，株式会社クロス・マーケ

ティングより全回答結果を受け取り，データ解析を

行った。本研究では対象者を以下の 6 群に分けた。

「二人親低所得（世帯年収400万円未満）世帯の父

親」，「二人親中高所得（世帯年収400万円以上）世

帯の父親」，「二人親低所得（世帯年収400万円未満）

世帯の母親」，「二人親中高所得（世帯年収400万円

以上）世帯の母親」，「ひとり親世帯の父親」，「ひと

り親世帯の母親」とした。また，一部の項目につい

ては，上記 6 群をさらに子どもの学齢（小学校 13

年生，小学校 46 年生，中学校 13 年生）によって

対象者を区分した。群間の割合の差は x2 検定を用

いた。解析には，Stata SE 14（Stata Corporation,

TX, USA）用い，有意水準 5，両側検定とした。

また，「あなたのお子さんを『子ども食堂』に行

かせてみたくないと回答した方にお尋ねします。

『子ども食堂』にあなたのお子さんを行かせてみた

くない理由を教えてください。」という質問項目の

「その他」の自由記述について，KJ 法を参考に，子

ども食堂に行かせてみたくない理由を分類した。ま

ず，記載内容を単一の内容ごとにセグメント化し，

その情報をコード化した。類似した内容のコードを

集め，その情報をコード化した。コードの類似性，

共通性に基づき大まかにまとめて，カテゴリを作成

した。作成したコードとカテゴリは，第一著者と第

二著者の 2 人で分析を行い，両者の見解が一致する

まで議論した。カテゴリは「 」で示した。

. 倫理的配慮

本研究は国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養

研究所研究倫理審査委員会の承認を得て実施した

（承認日2018年 7 月13日，医基健発150号）。本研究

への協力は，調査への回答をもって同意を得たもの

とし，個人情報やプライバシー保護については，登

録モニタと株式会社クロス・マーケティングとの間

で契約されている。

 研 究 結 果

. 対象者特性

本研究の対象者は，小学校 1 年生から中学校 3 年

生の子どもを持つ保護者3,420人であった。平均年

齢は42.6歳（標準偏差6.5），男性が41.3，女性が

58.7であった。

群別の対象者特性を表 1 に示す。対象者数は，二

人親低所得世帯の父親675人（19.7），二人親中高

所得世帯の父親675人（19.7），二人親低所得世帯

の母親900人（26.3），二人親中高所得世帯の母親

900人（26.3），ひとり親世帯の父親61人（1.8），

ひとり親世帯の母親209人（6.1）であった。職業

については，二人親世帯の父親では，会社員・公務

員が半数以上を占め，二人親世帯の母親では専業主

婦・無職が半数弱，非正規雇用が 4 割弱を占めた。

ひとり親世帯では，父親も母親も 4 割の者が会社

員・公務員であり，母親の約 4 割が非正規雇用で労

働に従事していたものの，父親の 2 割は管理職・会

社経営，2 割弱が自営業であった。二人親低所得世

帯のうち85以上の者が，世帯年収200万円以上400

万円未満で，二人親中高所得世帯のうち世帯年収

400万円以上600万円未満の者が最も多く，次いで世

帯年収600万円以上800万円未満の者が多かった。子

どもの人数は，二人親世帯では約半数が 2 人であっ

たが，ひとり親世帯では 1 人が約半数であった。

. 子ども食堂認知・イメージ

子ども食堂を知っている者は，3,420人中2,360人

（69.0）であった（表 2）。男性に比べ女性で高く，

とりわけ二人親中高所得世帯の母親で 8 割と最も高

かった。一方，二人親低所得世帯の父親で知ってい

る者の割合が56.0で，最も低かった（P＜0.001）。

子ども食堂はどのようなところだと思うか尋ねた

ところ，全体で「子どもが一人でも行けるところ」
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表 対象者特性

全体

二人親家庭の父 二人親家庭の母 ひとり親

年収
400万円未満

年収
400万円以上

年収
400万円未満

年収
400万円以上

父親 母親

人数（n） 3,420 675 675 900 900 61 209

年齢（平均±標準偏差） 42.6±6.5 45.7±6.8 44.9±6.4 40.4±5.9 41.1±5.3 45.7±6.7 39.7±6.1

職業（）

会社員・公務員 32.1 55.9 62.1 8.0 13.7 42.6 39.2

管理職・会社経営 7.2 5.8 26.2 0.6 1.2 19.7 1.4

非正規雇用 24.8 13.3 1.6 37.7 35.8 9.8 38.3

自営業 5.2 15.1 3.6 3.1 1.2 16.4 1.4

農林漁業 0.6 1.5 0.3 0.2 0.2 3.3 0.5

専門職 2.5 1.9 4.9 0.9 2.2 1.6 5.3

その他の職業 1.3 1.9 0.9 1.1 1.2 0.0 2.4

専業主婦・主夫・無職 26.3 4.6 0.4 48.4 44.4 6.6 11.5

居住地域（）

北海道・東北地方 11.2 13.3 8.7 14.4 8.9 8.2 8.6

関東地方 34.7 28.0 43.1 27.8 41.3 42.6 27.8

中部地方 16.3 16.6 14.7 17.1 15.4 18.0 20.6

近畿地方 19.4 21.9 20.7 18.2 17.4 18.0 20.6

中国地方 6.5 7.7 4.6 6.8 6.3 6.6 8.1

四国地方 3.1 3.3 2.1 4.2 2.7 1.6 2.9

九州地方 8.9 9.2 6.1 11.4 7.9 4.9 11.5

世帯年収（）

200万円未満 8.4 12.0 0.0 13.6 0.0 8.2 38.3

200万円以上400万円未満 43.0 88.0 0.0 86.4 0.0 21.3 41.1

400万円以上600万円未満 17.9 0.0 32.6 0.0 39.0 29.5 10.5

600万円以上800万円未満 15.1 0.0 27.9 0.0 34.1 14.8 5.3

800万円以上1,000万円未満 8.7 0.0 21.5 0.0 15.1 16.4 3.3

1,000万円以上 6.9 0.0 18.1 0.0 11.8 9.8 1.4

子ども人数（）

1 人 30.8 36.4 30.8 26.1 25.9 49.2 49.3

2 人 48.4 44.6 51.4 46.8 54.2 36.1 36.8

3 人以上 20.7 19.0 17.8 27.1 19.9 14.8 13.9
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（61.1），「無料または数百円で食事を提供すると

ころ」（53.2），「地域の人が関わって食事を提供

するところ」（43.4）という回答が多かった。と

くに，二人親中高所得世帯の母親で上記の回答者割

合が高かった（P＜0.001）。また，「皆で一緒に食事

を囲めるところ」という回答が全体で29.7あり，

中でも女性における回答者割合が高かった（P＜

0.001）。子ども食堂利用者に関する項目では，「誰

でも行けるところ」という回答が全体で30.9ある

一方で，「生活に困っている人が行くところ」とい

う回答が同程度（33.9）あった。「子どもが運営

する食堂」は，本来の子ども食堂の役割に合わない

項目であるため，この選択肢を回答した者は，子ど

も食堂を適切には理解していない者だと考えられ

る。全体では，「子どもが運営する食堂」を回答し

た者の割合は6.3であった。その割合は，子ども

食堂を知っている者の中では 2，知らない者の中

では16であった。また，二人親世帯の父親で「子

どもが運営する食堂」の回答者割合が高かった（P
＝0.003）。

子ども食堂のイメージを尋ねたところ，全体では

「安い」（53.2），「賑やか」（43.6），「明るい」

（40.0）という回答が多かったものの，「かわいそ

う」という回答が11.1で，中高所得世帯において

高い傾向であった（P＝0.06）。

. 子ども食堂を知ったきっかけ・近隣の子ども

食堂利用経験

子ども食堂を知っている者（2,359人）に対し，
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表 こども食堂の認知，認識，イメージ

全体

二人親世帯の父 二人親世帯の母 ひとり親
P for

diŠerence年収
400万円未満

年収
400万円以上

年収
400万円未満

年収
400万円以上

父親 母親

人数（n） 3,420 675 675 900 900 61 209

こども食堂の認知（）

知っている 69.0 56.0 61.0 73.0 79.7 63.9 74.6 ＜0.001

知らない 31.0 44.0 39.0 27.0 20.3 36.1 25.4

こども食堂の認識（複数回答可）（）

誰でも行けるところ 30.9 30.5 27.4 30.0 34.6 41.0 28.2 0.02

子どもが一人でも行けるところ 61.1 52.6 56.6 62.0 70.1 49.2 63.2 ＜0.001

特別な人しか行けないところ 4.7 3.7 5.3 4.6 5.1 13.1 1.9 0.007

生活に困っている人が行くところ 33.9 27.0 33.0 35.8 37.8 29.5 35.9 ＜0.001

地域の人が関わって食事を提供
するところ 43.4 32.3 36.4 48.0 51.4 37.7 48.3 ＜0.001

無料または数百円で食事を提供
するところ 53.2 42.1 45.2 58.3 61.9 42.6 59.3 ＜0.001

皆で一緒に食卓を囲めるところ 29.7 20.3 22.1 33.9 37.8 27.9 32.5 ＜0.001

新しく友達ができるところ 15.9 13.3 14.8 16.4 18.0 14.8 17.2 0.19

子どもが運営する食堂 6.3 9.0 7.7 5.6 4.3 4.9 5.3 0.003

その他 0.6 0.6 1.6 0.1 0.2 0.0 1.0 0.002

こども食堂のイメージ（複数回答可）（）

明るい 40.0 39.1 37.3 42.7 40.0 44.3 39.2 0.37

安い 53.2 47.1 45.3 60.6 54.7 49.2 60.8 ＜0.001

美味しい 24.1 19.6 15.3 28.9 29.3 26.2 23.4 ＜0.001

賑やか 43.6 34.7 37.3 48.2 51.4 36.1 41.6 ＜0.001

寂しい 6.1 7.4 8.1 4.2 4.9 6.6 8.6 0.004

暗い 1.8 2.4 2.7 1.1 1.7 0.0 0.5 0.08

独りぼっち 4.4 5.8 5.0 3.0 4.8 4.9 1.9 0.045

かわいそう 11.1 10.7 14.1 9.7 11.3 8.2 8.1 0.06

その他 3.2 3.0 3.7 2.8 3.1 3.3 4.3 0.84

597第66巻 日本公衛誌 第 9 号2019年 9 月15日

子ども食堂をどこで知ったのか尋ねたところ，「テ

レビ・ラジオ・新聞・インターネット」などのメ

ディアであると回答した者の割合が全体で87.5と

高かった（表 3）。「地域からの情報」も全体の5.7

が回答しており，統計学的有意ではないもののひと

り親世帯の母親（9.6）で高かった（P＝0.17）。

また，「学校からの情報」と回答した者は全体の2.2

と少ないものの，二人親世帯の父親（1未満）に

比べ母親およびひとり親世帯，とくにひとり親世帯

の母親（3.8）で高い割合であった（P＝0.005）。

子どもが一人で行ける範囲に子ども食堂があるか

尋ねたところ，全体では13.5の者が「ある」と回

答し，ひとり親世帯でその割合が最も高かった（父

親20.5，母親18.6）（P＝0.002）。しかし，

「分からない」と回答した者が全体の 3 割であった。

また，情報源別に近隣の子ども食堂の有無を集計

したところ，「テレビ・ラジオ・新聞・インターネッ

ト」により子ども食堂を知った者のうち，子どもが

一人で行ける範囲に子ども食堂が「ある」と回答し

た者は，わずか8.8であった。一方，「家族」

（50.0），「学校からの情報」（56.9），「地域から

の情報」（48.5）により子ども食堂を知った者で

は，それぞれの回答者の約半数が近隣に子ども食堂

が「ある」と回答した。

次に，子ども食堂に行ったことがあるか尋ねたと

ころ，本人が「行ったことがある」と回答した者の

割合は，全体の4.5であり，ひとり親世帯で高

かった（父親7.7，母親6.4）ものの，統計

学的有意な群間の差はみられなかった（P＝0.25）。

また，回答者の小中学生の子どもが行ったことがあ

るか尋ねたところ，「行ったことがある」と回答し

た者の割合は全体の6.3で，統計学的有意な群間

の差はみられなかった（P＝0.26）。なお，子ども食

堂の認識の質問で「子どもが運営する食堂」と回答

した者のうち，子ども食堂に本人および子どもが

行ったことがあると回答した者が 6 人いた。「行っ
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表 こども食堂の認知手段と利用経験

全体

二人親世帯の父 二人親世帯の母 ひとり親
P for

diŠerence年収
400万円未満

年収
400万円以上

年収
400万円未満

年収
400万円以上

父親 母親

人数（n） 2,359 378 412 657 717 39 156

こども食堂の認知手段（）

テレビ，ラジオ，新聞，
インターネット 87.5 88.9 88.6 86.5 88.8 87.2 78.8 0.02

家族 1.4 2.6 1.9 1.4 0.3 5.1 0.6 0.005

知人・友人 2.9 3.2 3.9 2.6 2.0 0.0 5.8 0.08

学校からの情報 2.2 0.3 0.7 2.6 3.2 2.6 3.8 0.005

地域からの情報 5.7 4.0 4.9 6.4 5.6 5.1 9.6 0.17

その他 0.5 1.1 0.0 0.6 0.1 0.0 1.3 0.10

子どもが一人で行ける範囲のこども食堂の有無（）

ある 13.5 10.3 14.3 13.2 13.5 20.5 18.6 0.002

ない 56.3 53.7 52.7 61.3 55.9 38.5 56.4

分からない 30.2 36.0 33.0 25.4 30.5 41.0 25.0

本人のこども食堂利用経験（）

ある 4.5 4.5 5.8 3.2 4.3 7.7 6.4 0.25

ない 95.5 95.5 94.2 96.8 95.7 92.3 93.6

子どものこども食堂利用経験（）

ある 6.3 6.9 8.5 5.3 5.4 10.3 6.4 0.26

ない 93.7 93.1 91.5 94.7 94.6 89.7 93.6
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たことがある」小中学生の子どものうち，主に一緒

に行った人は「親もしくは保護者」が34.2であっ

たが，「ひとり」（24.8），「きょうだい」（17.4），

「友達」（20.1）という回答もあった。

. 子ども食堂の利用希望とその理由

子ども食堂とは，子どもが一人でも利用でき，地

域の人たちが無料または少額で食事を提供する場所

であるという説明を加えた上で，回答者の小中学生

の子どもを子ども食堂に行かせてみたいと思うか尋

ねたところ，「はい」と回答したのは，全体（3,420

人）の52.9であった（表 4）。なお，低所得世帯

とひとり親世帯の母親では，子どもを子ども食堂に

行かせてみたいと回答した者の割合が高かったもの

の，中高所得世帯とひとり親世帯の父親では行かせ

てみたいと思わないと回答した者の割合が高かった

（P＜0.001）。さらに，子どもの学齢で対象者を分け

ると，二人親中高所得世帯の父親以外のすべての群

において，子どもの学齢が低いほど子どもを子ども

食堂に行かせてみたいと回答した者の割合が高かっ

た。

子どもを子ども食堂に行かせてみたい者（1,808

人）に対し，その理由を尋ねたところ，「地域の人

とのつながりができるから」（60.2），「新しく友

達ができそうだから」（53.0），「子どもが一人で

も行けるから」（42.8），「価格が安いから」（38.2）

という回答が多かった。なお，低所得世帯とひとり

親世帯の母親では，中高所得世帯およびひとり親世

帯の父親に比べ「価格が安いから」という回答者割

合が高かった（P＝0.001）。

一方，子どもを子ども食堂に行かせてみたいと思

わない者（1,612人）に対し，その理由を尋ねたと

ころ，「行く必要がないから」（52.7），「家の近く

に子ども食堂がないから」（48.1），「家で食事を

したいから」（34.6）という回答が多かったもの

の，「生活に困っていると思われたくないから」

（11.5），「家庭事情を詮索されそうだから」

（9.0），「恥ずかしいから」（5.1）という回答も

あった。また，「お金がもったいないから」という

理由は，ひとり親世帯の母親の5.6が回答した。

さらに，子どもを子ども食堂に行かせてみたいと

思わない「その他」の理由について，88件の自由記

述のテクストが得られた（表 5）。テクストが最も

多く分類されたカテゴリ（テクスト数）は，「利用

者の優先度（26件）」で，困っている人に利用して

欲しい（14件），必要な人に行ってほしい（12件）

の 2 つのコードで構成されていた。次にテクスト数

が多いカテゴリは，「健康上の問題（11件）」および

自分が行くべき所ではない（2 件），入りづらい（2

件），問題のある子が多そう（2 件）などのコード

を含む「自己の認識（11件）」であった。
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表 こども食堂利用希望とその理由

全体

二人親世帯の父 二人親世帯の母 ひとり親
P for

diŠerence年収
400万円未満

年収
400万円以上

年収
400万円未満

年収
400万円以上

父親 母親

人数（n） 3,420 675 675 900 900 61 209

子どものこども食堂利用希望（）

行かせてみたい 52.9 53.5 47.7 58.6 49.9 47.5 57.4 ＜0.001

行かせてみたいと思わない 47.1 46.5 52.3 41.4 50.1 52.5 42.6

〈行かせてみたい人〉

人数（n） 1,808 361 322 527 449 29 120

行かせてみたい理由（）

地域の人とのつながりができる
から 60.2 58.2 61.8 58.3 64.1 72.4 53.3 0.02

新しく友達ができそうだから 53.0 54.8 60.9 52.2 49.4 48.3 44.2 0.045

子どもが一人でも行けるから 42.8 36.8 42.9 45.0 42.5 41.4 51.7 0.10

価格が安いから 38.2 38.8 29.8 43.8 34.3 37.9 49.2 0.001

安心だから 32.5 25.2 23.0 38.9 35.2 24.1 43.3 0.001

健康的な食事を提供してもらえ
るから 31.8 19.7 18.3 41.7 37.0 17.2 45.0 ＜0.001

アットホームな雰囲気の場所が
多そうだから 29.6 21.9 19.9 34.9 32.7 31.0 43.3 ＜0.001

その他 1.8 1.1 1.9 1.3 2.7 0.0 2.5 0.25

〈行かせてみたいと思わない人〉

人数（n） 1,612 314 353 373 451 32 89

行かせてみたいと思わない理由（）

家の近くにこども食堂がないから 48.1 47.8 41.9 55.0 49.7 37.5 41.6 0.03

地域の人（他の人）と関わりた
くないから 2.4 3.2 0.8 1.9 2.9 3.1 5.6 0.36

行く必要がないから 52.7 43.3 55.2 51.2 58.8 59.4 48.3 0.06

家で食事を食べたいから 34.6 27.1 31.2 35.4 41.0 31.3 40.4 0.03

恥ずかしいから 5.1 4.8 4.8 5.4 5.1 0.0 7.9 0.88

生活に困っていると思われたく
ないから 11.5 11.5 10.5 12.1 12.0 6.3 12.4 0.93

お金がもったいないから 2.8 4.1 1.7 2.7 2.4 0.0 5.6 0.14

家庭事情を詮索されそうだから 9.0 11.8 8.8 6.7 9.8 3.1 7.9 0.19

その他 5.2 3.8 4.0 7.8 5.8 3.1 2.2 0.08
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 考 察

. 子ども食堂の認識

本研究では，子ども食堂を子どもが一人でも行け

るところ，無料または数百円で食事を提供するとこ

ろ，地域の人が関わって食事を提供するところとい

う認識の保護者が多かった。この認識は，子ども食

堂の定義に一致する。まず，厚生労働省の通知11)で

は「地域のボランティアが子どもたちに対し，無料

又は安価で栄養のある食事や温かな団らんを提供す

る取組を行う，いわゆる子ども食堂」として定義し

ている。また，子ども食堂という名前の名付け親で

ある近藤博子氏の定義である「こどもが一人でも安

心して来られる無料または低額の食堂」9)およびこ

ども食堂ネットワークの「こどもがひとりでも来ら

れ，地域の人たちが無料または低額で食事をふるま

う場所」10)という定義に，本研究の多くの対象者の

子ども食堂への認識が一致した。また，子ども食堂

について，安い，賑やか，明るいなどポジティブな

イメージを持つ保護者が多いことが分かった。町田

ら21)が120か所の子ども食堂の実施者を対象に行っ

たアンケート調査から，実施者が評価する子ども食

堂の効果として，9 個のカテゴリが抽出され，その

一つに，子ども・保護者の気分の改善（明るくな

る，元気になる，（子どもが）穏やかになる）があっ

た。本研究と町田ら21)の報告から，一般の保護者の

子ども食堂に対するイメージと実施者の評価する子

ども食堂の効果が一致することが示唆された。
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表 こども食堂に行かせてみたいと思わないその

他の理由まとめ（KJ 法)

カテゴリ
(テクスト数)

コード
(テクスト数)



n＝88

利用者の優先度（26) 困っている人に利用してほしい（14) 15.9

必要な人に行ってほしい （12) 13.6

健康上の問題 （11) 障害者・病気 （6) 6.8

アレルギー （5) 5.7

自己の認識 (11) 自分が行くべき所ではない （2) 2.3

入りづらい （2) 2.3

問題のある子が多そう （2) 2.3

関わりたくない人が運営者 （2) 2.3

よくわからない （2) 2.3

貧困家庭が利用する所 （1) 1.1

自身の必要性 （8) 必要なし （5) 5.7

家での食卓がある （3) 3.4

子どもの意思 （8) 行きたがらない （5) 5.7

子どもの性格 （3) 3.4

子どもの安全 （6) ひとりで行き帰りの安全が心配（6) 6.8

家族一緒 （5) 家族揃った食事をしたい （3) 3.4

家族一緒に行動したい （2) 2.3

他者の目 （4) 悪口を言われそう （2) 2.3

ネグレクトと思われそう （2) 2.3

偏食 （4) 偏食 （4) 4.5

その他 （4) その他 （4) 4.5

時間的制約 （1) 部活や勉強 （1) 1.1
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. 子ども食堂の利用をためらうことに関連する

因子

本研究では，子ども食堂に子どもを行かせてみた

いと思わない保護者の割合が全体の47であり，と

りわけ中高所得世帯で割合が高かった。利用を希望

しない主な理由の一つとして，家の近くに子ども食

堂がないことが挙げられた。家の近くに子ども食堂

がないと回答する背景には，子ども食堂を知った情

報源が関与すると考えられる。本研究で，子ども食

堂を知っている保護者は主にテレビ，ラジオ，新

聞，インターネットなどメディアを情報源としてい

た。しかし，それは居住地域で実際には活用できな

い情報の可能性がある。メディアを情報源として，

子ども食堂を知った保護者のうち，近隣の子ども食

堂の存在を知っている者は 1 割にも満たなかった。

一方，家族，知人・友人，学校からの情報，地域か

らの情報により子ども食堂を知った者は，子どもが

一人でも行ける範囲の子ども食堂の情報が提供され

ていることが，本研究から示唆された。とくに，ひ

とり親世帯の母親において，このような経路で近隣

の子ども食堂の情報が提供されていた。この背景に

は，世帯状況による有償のメディア活用状況の違い

が一つの要因として考えられる。本研究結果より，

目に見える相手からの確実な情報を必要とする人に

伝える必要性・重要性が示唆された。

本研究の子ども食堂に子どもを行かせてみたいと

思わない理由の自由記述から，自分よりも困ってい

る，必要な人に行ってほしいという意見が抽出され

た。つまり，子ども食堂は生活困窮者が行く場所と

いう認識であるが，これらの意見は年収200万円未

満の世帯からも抽出された。この結果より，一部の

保護者において，子ども食堂に行く人は自分と比べ

て生活の苦しい世帯であるという認識があることが

示唆された。また，1 割ほどの保護者が生活に困っ

ていると思われたくない，家庭事情を詮索されそ

う，恥ずかしいという理由を挙げていた。とくに女

性で，他人の目を気にして，生活に困っていると思

われたくない，恥ずかしいと感じている者が多いこ

とも分かった。先行研究においても，女性は男性に

比べ，他者からのネガティブな評価を避けようとす

る傾向が強いこと（拒否回避欲求）が報告されてお

り22)，その結果とも一致する。このように人目を気

にして行動を制約する者がいる背景には，先述の子

ども食堂利用者を限定的とする認識だけでなく，子

ども食堂のイメージを「かわいそう」と回答する

者，とりわけ所得の高い者の認識の影響があると考

えられる。町田ら21)によると，子ども食堂には子ど

もだけでなく，保護者，さらには地域，地域住民に

対する効果もあることが示唆されているため，子ど

も食堂を地域の一つのインフラとして醸成していく

ため，子ども食堂が開かれた場所であり，子どもが

ひとりでも来られる場所である9～11)という認識を，

メディアを有効活用して，すべての地域の人々に定

着させる必要があるだろう。

. 研究の限界

インターネット調査は，インターネット利用が前

提であるため，カバレッジ誤差（目標母集団と枠母

集団の乖離）がかかっている可能性がある23)。しか

し，本研究対象者の主な年齢階級である40歳代のイ

ンターネット利用率は96.8（2017年)24)と非常に

高く，本研究対象者は約420万人の全国のアンケー

トパネルから構成される20)ため，カバレッジ誤差の

影響はあまり大きくないと考えられる。次に，標本

誤差が生じている可能性があるが，本研究の子ども

食堂の認知度69.0という結果は，事前の30,000人

のモニタを対象とした調査（65.0）と同等の結果

であったため，標本誤差の影響は少ないと考えられ

る。また，子ども食堂利用経験の結果も，朝日小学

生新聞と「こども食堂・安心安全向上委員会」が実

施した調査19)と同様の結果であったため，本研究結
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果の一般化可能性が示唆された。しかし，世帯状況

別の解析結果はサンプルサイズが小さい群もあるた

め，解釈には注意が必要である。

 結 語

全国の小・中学生の保護者を対象に，初めて子ど

も食堂に関する認知調査を実施し，子ども食堂を約

7 割の保護者が知っていることを明らかにした。子

ども食堂を「地域のボランティアが子どもたちに対

し，無料又は安価で栄養のある食事や温かな団らん

を提供する取組である」と正しく認識している者が

多かった。実際に行ったことのある子どもおよび保

護者は 1 割弱で，その一つの理由としては，子ども

食堂を知ったきっかけがメディアであるため，子ど

も食堂という概念や知識は得られても，自身の身近

な子ども食堂に関する情報は得られていないことが

示唆された。また，子どもを行かせてみたいと思う

保護者は全体の52.9で，世帯状況による利用希望

に違いがみられた。低所得世帯とひとり親世帯の母

親では，子どもを子ども食堂に行かせてみたいと思

う者が多いものの，中高所得世帯とひとり親世帯の

父親では行かせてみたいと思わない者が多かった。

行かせてみたいと思わない理由としては，必要がな

い，家の近くに子ども食堂がない，家で食事をした

いという理由が多かったものの，自分よりも困って

いる，必要な人に行ってほしい，生活に困っている

と思われたくない，家庭事情を詮索されそう，恥ず

かしいという理由も挙げられた。子ども食堂は，子

どもの貧困対策と地域交流拠点としての役割が期待

されている。本研究の結果から，一般の人の子ども

食堂の認識はポジティブなものもネガティブなもの

もあることが分かった。今後，メディア等を活用す

ることで，子ども食堂を開かれた場所であると捉え

る認識を一般の人に定着・普及させることが期待さ

れる。また，行政と民間が連携し，地域における子

ども食堂へのアクセスを整備することで，さらなる

有効活用につながるだろう。

本研究は，平成30年度社会福祉推進事業「社会的弱者

への付き添い支援等社会的処方の効果の検証および生活

困窮家庭の子どもへの支援に関する調査研究」の一環で

実施されたものです。また，公益財団法人ロッテ財団奨

励研究助成を受けて，研究を実施しました。

開示すべき COI 状態はありません。
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